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平成 18 年度、日本放送協会は、前年度までの一連の不祥事を契機とし

た視聴者の信頼低下、受信料収入の大幅な減少を受け、信頼回復と改革・ 

新生に向けた 3 か年経営計画の初年度として、ガバナンスの強化やコンプ

ライアンスの徹底はもとより、放送サービスにおける公共放送の役割の追

求、受信料収入の確保と公平負担の徹底、視聴者との結び付きの強化、業

務・組織の改革など各般の施策に取り組んだ。 

 年度当初の不正出張事案の発覚は、コンプライアンス意識の徹底と内部 

統制になお課題を残していることを示したが、他方、受信料収入は年度後

半から顕著な回復をみせ、その決算額は予算額を大幅に上回り、信頼回復

に一定の手掛かりを得た。放送サービスについては、総合テレビ、衛星放

送の大幅な番組改定等を通じ、幅広い視聴者層に向けた多彩な番組の展開

と内外のニュース報道の充実に一定の成果をあげつつある。また、地上デ

ジタルテレビ放送の全都道府県での開始を実現したほか、視聴者満足度の

向上、業務の効率化や経費の削減などにも実績をあげた。 

 同時に、この 1 年の経過は、協会として取り組むべき課題を改めて浮彫 

りにしており、今後、ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底等を通 

じた経営の改革、多様な価値観と幅広いニーズに応えた放送の充実、受信 

料公平負担の徹底と契約収納業務の効率化、デジタル化に対応したサービ 

スの拡充など、経営環境の変化にも配意しつつ、関係改革施策の推進に緩 

むことなく取り組む必要がある。 

 以上を踏まえ、特記する事項は以下のとおりである。 
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コンプライアンスの推進 

平成 18 年度においては、前年度に引き続きコンプライアンス推進アク

ションプランを策定し、推進体制の強化、研修の充実、審査の充実等不正

防止策の強化、推進強化月間活動の展開などに取り組むこととしたが、年

度当初の不祥事の発覚により、改めて対策の強化と徹底を求められるとこ

ろとなり、緊急業務調査を始めとして、全部局業務調査、職員意識調査を

実施し、その結果を踏まえてさらに対策の充実強化について検討を進め、

出張に関する手続き等可能な施策については早急に実施に移した。また、

経営委員会の諮問機関として設置（平成 18 年 9 月）されたコンプライア

ンス委員会の第一次答申（同年 12 月）を受けて、経営委員会からコンプ

ライアンスの徹底に向けた工程表の策定が要請され（平成 19 年 2 月）、そ

の策定作業を進めた。アクションプラン等による既定施策については、そ

の着実な推進を図るとともに、内部統制の本格的な構築準備も開始した。 

 

前々年度来、アクションプランの策定等を通じ、推進体制、基準・手続 

き、審査・内部監査、職員研修等について基本的な事項は整えられつつあ

るが、年度当初の不祥事発覚後の調査・検討結果などに照らし、職員の意

識改革の徹底、情報システムの整備・活用、モニタリング態勢の強化等は

喫緊の課題として早期に取り組む必要がある。さらに、組織・業務全般に

わたる実効性ある内部統制の仕組みの確立は重要であり、必要な経営資源

の投入を含め執行部はこれに積極的にリーダーシップを発揮する必要があ

る。なお、情報セキュリティについて、個人情報の保護のみならず業務運

営の適正確保の見地からも、子会社等を含め、その対策の強化に努める必

要がある。 
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国内放送 

平成 18 年度は、3 か年経営計画の初年度として、“ＮＨＫだからできる”

放送に全力で取り組むこととし、平成 18 年 4 月に総合テレビの編成を夜

間を中心に抜本的に刷新するとともに、平成 19 年 1 月には衛星放送の編

成を大幅に改定し、番組面において新生ＮＨＫのアピールに努めた。 

あわせて、公共放送の使命である迅速・的確な報道と豊かで質の高い番

組の放送の実現を目指し、災害・緊急報道の充実、時代を見据えた見応え

のある大型企画番組の編成、福祉・教育番組の充実など、視聴者の要望に

応える番組の充実に取り組んだ。 

また、地域放送では、各放送局の実情に合わせた柔軟な編成を行うとと

もに、全国への発信を推進するなど、その充実と強化を図った。 

データ放送については、地上デジタルテレビ放送の拡大・普及等に合わ

せ、サービス内容の充実に努めた。  

そのほか、 “人にやさしい放送サービス”として字幕放送の拡充を図り、

総合テレビでは「行政の指針」で定められた字幕化率の最終目標を 1 年前

倒しで達成した見込みである。 

 

 平成 18 年度においては、大幅な番組改定や報道、番組の充実への努力

が一定の成果をあげ、視聴者の信頼回復に寄与したが、協会は、今後一層

視聴者の期待に応え、その信頼を高めるため、放送サービスのさらなる充

実に取り組む必要がある。人々の生命・財産を守る災害・緊急報道の強化、

日本の直面する課題や視聴者の関心を深く掘り下げた番組の放送、総合テ

レビの接触者率の低下傾向を踏まえた幅広い世代に支持される番組の編成、

視聴者の要望や意見の番組への反映に努力する必要がある。また、番組基

準や新放送ガイドラインの遵守のさらなる徹底を図り、放送倫理の向上に
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努める必要がある。 

地域放送については、地域の抱える課題等に継続的、積極的に取り組み、

視聴者のニーズに的確に応えるとともに、地域からの全国発信に一層注力

する必要がある。 

また、経営資源の重点的・効率的な配分の推進や外部の優れた制作能力

の一層の活用などの業務改革についても積極的に取り組む必要がある。 

  

国際放送 

テレビ国際放送については、日本を中心に経済情報を充実した英語ニュ

ース番組や英語字幕ニュースの拡大などニュースの刷新・強化を図るとと

もに、国際放送独自制作の英語番組の新設、国内放送番組の２か国語版の

充実により、英語による情報発信の拡充に努めた。 

 ラジオ国際放送については、3 か年経営計画に沿って、地域に応じた効

果的・効率的な情報発信を進めるため、送信地域や送信時間の見直しの検

討を始めた。また、インターネットを利用し、22 の言語で音声ニュース、

8 つの言語で文字ニュースを提供したほか、携帯端末向けにニュースの提

供を 5 つの言語で開始した。このほか、ＡＢＵ（アジア太平洋放送連合）

を始め、世界の放送機関との連携を強化し、災害防止を目指した国際協力

の推進や世界の放送文化の向上に努めた。 

  

国際放送の充実に対する期待は大きく高まって来ており、協会はこれま

で蓄積してきた知識と経験を活かし、積極的にこれに応えていく必要があ

る。また、引き続き、テレビ国際放送の番組の充実、英語化の促進および

視聴者の拡大に努めるとともに、インターネットなど様々なメディアを利

用したニュース等の提供にも、積極的に取り組む必要がある。 
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地上デジタルテレビ放送 

 地上デジタルテレビ放送については、既定計画に従い、放送局送出設備、

親局・中継局の整備を進めるとともに、アナログ周波数変更対策を着実に

行い、平成 18 年度に新たに 23 道県で放送を開始した。これらにより同年

12 月までに全国都道府県庁所在地で地上デジタルテレビ放送が開始され、

同年度末で視聴可能世帯は約 4,000 万世帯（全世帯の約 85％）となった。 

 また、地上デジタルテレビ放送の拡大・普及に資するため、電器店・ケ

ーブルテレビ事業者等への技術協力に取り組んだほか、ＮＨＫ共同受信施

設のデジタル化に向けた取組を開始した。 

 地上デジタルテレビ放送のエリア拡大に合わせ、放送のハイビジョン化

を推進し、放送局ニュース送出設備やヘリコプターなどの取材中継設備の

ハイビジョン化に効率性に配意しつつ着実に取り組んだ。また、デジタル

技術を活用した新たなサービスとして、携帯端末向けワンセグサービスを

開始したほか、アーカイブス・オンデマンドなど放送と通信が連携したサ

ービスの研究開発を進めた。 

 

 地上デジタルテレビ放送については、平成 23 年の完全移行に向けて、

効率性に配意しつつ、中継局建設や共同受信施設の更新・改修を的確に取

り進めるとともに、ケーブルテレビ事業者との連携等も図り、視聴可能地

域の拡大に取り組む必要がある。また、国や民間放送等と連携し、地上デ

ジタルテレビ放送への完全移行の一層の周知とデジタル放送受信機のさら

なる普及促進に努めなければならない。 

 全国の災害・緊急報道用機材や番組制作設備については、コストの圧縮

に努めつつ、ハイビジョン化整備をさらに推進する必要がある。 

 さらに、デジタル技術を活用した新たなサービスについては、視聴者の
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ニーズや法改正の動向を踏まえ、的確に取組を進める必要がある。 

 

営業活動 

 前年度の受信料収入の大幅減少を受け、平成 18 年度においては、受信

料収入の回復と公平負担の徹底を目指し、協会あげての取組を進めた。こ

れに当たり、外部委託を含む営業体制の強化、未払者に対する文書請求の

積極実施、口座化等支払の間接化の推進、支払者優待サービスの拡充など

関係施策の一斉展開を図ったほか、放送やイベント等との連携強化にも努

めた。また、民事手続きによる支払督促の申立にも踏み切った。これらの

結果、受信料収入は、予算を 198 億円上回る額を確保し、契約総数につい

ては、わずかながらも純増とし、ようやくその減少に歯止めをかけたほか、

支払拒否・保留件数もピーク時の 128.0 万件から 86.7 万件までに減少させ

た。このほか、視聴者の利便の向上や公平で合理的な受信料体系の実現を

図る見地から、クレジットカード継続払の開始（6 月）、家族割引の導入（12

月）、普通契約のカラー契約への統合（平成 19 年度）にも取り組んだ。 

 

 受信料収入は、視聴者の信頼回復のバロメーターとも言え、平成 18 年

度実績はこれに一定の手掛かりを与えた。しかし、収入額としては、一連

の不祥事発覚前の水準とは乖離があり、未契約・未払者はなお相当数に上

り、受信料収入の基礎となる契約総数の増加確保も大きな課題となってい

る。これらを受け、受信料収入の確保と公平負担の徹底に向けて、引き続

き、協会をあげて関係施策の積極展開を図る必要がある。同時に、受信料

制度に対する視聴者の理解を深め、その公平性、合理性を高めるため、さ

らなる受信料体系の見直しを進めるとともに、営業環境の変化等に対応し、

契約収納業務の効率化とその改革に向け、訪問集金の廃止、インターネッ
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トサービスの大幅活用、外部委託の拡大などに着実に取り組む必要がある。 

 

視聴者サービス 

 平成 18 年度においては、ＣＳ（お客様満足）向上と視聴者との結び付

き強化を軸に、視聴者の意見・要望の把握と業務への反映、公開番組やイ

ベントその他多様な場による視聴者との交流・対話、放送、インターネッ

ト等の活用による広報の充実等に努めた。これに当たり、開始 3 年目に入

ったふれあいミーティングは年間 1,973 回を数え、視聴者コールセンター

の体制の強化や、視聴者ニーズの把握のための新たな調査・分析手法の導

入、放送やホームページ等による改善結果の視聴者へのフィードバックな

ども進めた。また、放送面でも、イメージアップドラマの試みや多様なス

ポット、キャンペーンなどの展開を図った。 

 情報公開については、情報公開の求めの件数がやや落ち着きをみせてき

ている中、迅速・適正な対応の実現と開示率の向上に努めているほか、番

組制作費に係る情報公開の充実や役職員の報酬・給与支給基準等の公表も

進めた。 

 

 ＣＳ向上と視聴者との結び付き強化の活動は、本格化 2 年を経てようや

く組織と職員意識に定着をみせつつある。視聴者第一主義を視聴者の目に

見える形にし、公共放送の理解促進を図るために、今後さらに活動の手法

と対象の多様化や内容の充実を進めるとともに、活動成果の検証結果を視

聴者とも共有する取組を強化する必要がある。また、部局を越えたプロジ

ェクトや提案活動の推進、地域や社会への貢献活動の展開、さらには多様

なメディアを活用した幅広い世代へのアプローチも一層進めていく必要が

ある。 
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 情報公開については、引き続き、原則公開の方針の下、情報公開の求め

に対する迅速・的確な対応に努めるとともに、文書ファイルの整備、経営

情報等の提供の充実を推進する必要がある。 

 

業務・組織改革、子会社等 

 業務・組織改革については、3 か年経営計画に従い着実な実施を図った。

組織面では、編成、番組制作、技術、視聴者サービスなどの部局の再編等

により、本部部局数を 5 部局削減して 21 とし、職員数では、業務のスク

ラップ、委託拡大等により純減 385 人を実現した。また、これに合わせ、

放送、技術、管理関係等各部門の業務の改革も進めた。 

 事業経費については、厳しい財政状況を受けて、効果的・効率的な放送

の実施や設備経費の見直し等により、対前年度約 400 億円の削減を組み込

んだ予算としたところ、これを超える削減を達成するとともに、予算を超

える収入増と合わせた事業収支差金を財政安定のための繰越金に繰入れて

財務体質の強化を図った。 

 子会社等の事業運営については、関連団体運営基準に沿った適正確保に

努めるとともに、各子会社等におけるコンプライアンス推進アクションプ

ランの策定や経理適正化に関する業務総点検活動の実施を進めたほか、役

員報酬制度の改革や情報公開の推進など経営の効率性、透明性の向上にも

取り組んだ。子会社等からの副次収入については、前年度には及ばなかっ

たものの 68 億円を確保し、協会への配当については、新たな業績連動政

策の導入や特別配当により子会社等合計で 36 億円とした。 

 

 業務・組織改革については、引き続き、経営計画に沿って着実にその推

進を図る必要がある。事業経費については、なお厳しい財政事情の下、引
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き続き、業務の見直し、予算・コスト管理の充実などにより効率化を進め

るとともに、必要な施設・設備の更新・整備については、優先順位を明確

にし、計画的、効率的な実施を図る必要がある。また、業務委託・調達に

おける競争性、透明性の向上についても、子会社等との取引を含め、その

推進を図る必要がある。 

 子会社等については、引き続き、事業運営の適正確保およびコンプライ

アンスの徹底を図るとともに、自立的経営体質の強化を図りつつ、副次収

入や配当の確保に努める必要がある。また、経営計画に沿い、子会社等に

よるデジタル時代に対応した事業展開、子会社等の統合による事業性を意

識した効率的な体制の構築などについて、早期実現を目指し、着実に取り

組んでいく必要がある。 

 

 


